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Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項  

 

１．商号 

岩井コスモ証券株式会社 

 

２．登録年月日及び登録番号 

【金 融商品取引業 】  平成 19年 9 月 30日 （近畿財務局長（ 金商 ）第 15 号） 

 

３．会社の沿革及び経営の組織 

（１）会社の沿革 

当社は、明治 6 年初代野村徳七が両替商｢野村徳七商店｣を開業したことに始まります。その後、明治 37

年二代目野村徳七（野村信之助）がこれを継承して看板を有価証券現物問屋に改め、大正 6 年 12 月 18 日

に株式会社に改組し､｢株式会社野村商店｣を設立いたしました。昭和 5 年の金融恐慌を経て、同年 10 月野

村家と資本的連繋を絶ち、当時の役員、従業員が株式の全部を保有して新発足し現在に至っております。そ

の後の沿革の概要は次のとおりです。 

年 月 沿 革 

大正 6年 12月 株式会社野村商店設立（資本金:500 万円、代表者:野村實三郎、本店:大阪市東区本町 2 丁

目 40番地） 

 12年 7月 商号を株式会社大阪屋商店に変更 

昭和 18年 3月 商号を大阪屋證券株式会社に変更 

 23年 11月 証券取引法に基づく証券業者として登録 

 24年 4月 大阪証券取引所の正会員となる 

 28年 7月 東京証券取引所の正会員となる 

 33年 8月 名古屋証券取引所の正会員となる 

 35年 3月 福岡証券取引所の正会員となる 

 43年 4月 証券取引法の改正に伴い総合証券業務の免許を取得するとともに、兼業業務につき承認を

受ける 

 54年 5月 当社株式を東京証券取引所、大阪証券取引所各市場第二部に上場 

 56年 3月 当社株式を東京証券取引所、大阪証券取引所各市場第一部に上場 

 58年 6月 公共債担保貸付業務（現有価証券担保貸付業務）の兼業承認を受ける 

 59年 3月 譲渡性預金証書及びコマーシャル・ペーパーで外国において発行されたものの売買、売買の

媒介、取次ぎ及び代理業務の兼業承認を受ける 

 60年 5月 譲渡性預金の売買、売買の媒介、取次ぎ及び代理業務の兼業承認を受ける 

 61年 2月 商号をコスモ証券株式会社に変更 

 62年 12月 コスモカルチャー株式会社を設立（平成 11 年 1 月コスモエンタープライズ株式会社、平成 22

年 7月岩井コスモビジネスサービス株式会社に商号変更） 

 63年 10月 抵当証券の販売の媒介及び保管業務の兼業承認を受ける 

平成 元年 6月 金融先物取引、取引の媒介、取次ぎ及び代理業務の兼業承認を受ける 

 2年 12月 当社株式を名古屋証券取引所市場第一部に上場 

 5年 9月 株式会社大和銀行に対し第三者割当増資を行い、同行の子会社となる 

平成 5年 10月 ＭＭＦ・中期国債ファンドのキャッシング業務の兼業承認を受ける 

 7年 9月 金銭の相互支払に関する取引業務の兼業承認を受ける 

 10年 1月 情報提供・コンサルタント業務の兼業承認を受ける 

 10年 12月 証券取引法の改正に伴い証券業の登録とともに、有価証券の元引受業務の認可を受ける 

 14年 10月 変額個人年金保険の取扱いを開始 

 16年 4月 株式会社りそな銀行の子会社から、株式会社ＣＳＫの関係会社となる 

 16年 9月 株式会社ＣＳＫの連結子会社となる 

 17年 9月 金融先物取引業法の改正に伴い、金融先物取引業の登録を受ける 

 17年 10月 顧客紹介業の許可を受ける 

 18年 1月 投資顧問業の登録を受ける 

 19年 6月 投資一任契約に係る業務の認可を受ける 

 19年 9月 金融商品取引法に基づく金融商品取引業者として登録を受ける 

 20年 8月 株式会社ＣＳＫホールディングスの完全子会社となる 

 20年 12月 当社を存続会社としてＣＳＫ－ＲＢ証券株式会社と合併する 

 22年 4月 岩井証券株式会社(現・岩井コスモホールディングス株式会社)の完全子会社となる 

 22年 4月 岩井証券設立準備株式会社設立 

 22年 7月 岩井証券設立準備株式会社が岩井証券株式会社から金融商品取引業等を承継し、商号を

岩井証券株式会社に変更 

 24年 5月 岩井証券株式会社と合併し、商号を岩井コスモ証券株式会社に変更 
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（２）経営の組織                                  （平成 28年 7月 1日現在） 
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コールセンター統括部

西 日 本 ブ ロ ッ ク

東 日 本 ブ ロ ッ ク

近 畿 第 二 ブ ロ ッ ク

近 畿 第 一 ブ ロ ッ ク

人 事 部

経 営 管 理 部

財 務 部

総 務 部

営 業 管 理 部

証 券 管 理 部

デ ィ ー リ ン グ 部

投 資 調 査 部

シ ス テ ム 部

投 資 信 託 推 進 室

債 券 部

エ ク イ テ ィ 部

引 受 部

営 業 企 画 部

テ レ ホ ン セ ン タ ー

2 ネ ッ ト サ ポ ー ト セ ン タ ー

4 コ ー ル セ ン タ ー

5 支 店 2 プ ラ ザ

2 部 4 支 店 1 プ ラ ザ

1 部 6 支 店

2 部 6 支 店 1 プ ラ ザ

引 受 審 査 部

売 買 審 査 部

検 査 部

営 業 考 査 部

内 部 管 理 部

リ ス ク 管 理 部

内 部 監 査 部

社 員 情 報 管 理 課

給 与 厚 生 課

人 事 課

経 営 管 理 課

経 理 課

財 務 課

法 務 課

東 京 総 務 課

本 店 総 務 課

顧 客 情 報 管 理 課

本 店 営 業 管 理 課

東 京 営 業 管 理 課

事 務 管 理 課

代 理 事 務 課

外 国 債 券 課

証 券 管 理 課

デ ィ ー リ ン グ 課

大 阪 調 査 課

投 資 情 報 セ ン タ ー

東 京 調 査 課

国 際 課

ト レ ー デ ィ ン グ 課

業 務 課

引 受 課

企 業 金 融 課

本 店 営 業 企 画 課

シ ス テ ム 管 理 課

シ ス テ ム 運 用 課

Ｉ Ｔ 推 進 課

シ ス テ ム 企 画 課

投 資 信 託 推 進 課

内 部 統 制 課

内 部 監 査 課

東 京 営 業 企 画 課

ネ ッ ト 企 画 課

売 買 審 査 課

検 査 課

営 業 考 査 課

業 務 課

お 客 様 相 談 課

内 部 管 理 課

リ ス ク 管 理 課
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４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決

権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

（平成 28年 3月 31日現在） 

氏名又は名称 
保有株式数 

（千株） 
割合（％） 

岩井コスモホールディングス株式会社 40,000 100.00 

   

５．役員並びに執行役員の氏名及び役職名 

                （平成 28年 7月 1 現在） 

役 職 名 氏   名 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代 表 取 締 役 社 長 沖 津  嘉 昭 有 常勤 

専 務 取 締 役 笹 川  貴 生 ― 常勤 

常 務 取 締 役 馬 場  祐 一 ― 常勤 

常 務 取 締 役 坂 本  經 光 ― 常勤 

常 務 取 締 役 松 浦  康 弘 ― 常勤 

取 締 役 山  幸 夫 ― 非常勤 

取 締 役 佐 々 木 茂 夫 ― 非常勤 

監 査 役 谷 垣    武 ― 常勤 

監 査 役 森   薫 生 ― 非常勤 

監 査 役 森 本   宏 ― 非常勤 

                                        以上 10名 

※1．取締役 山幸夫、佐々木茂夫の両氏は会社法第 2条第 15号に定める社外取締役であります。 

※2．監査役 森薫生、森本宏の両氏は、会社法第 2条第 16号に定める社外監査役であります。 

 

役 職 名 氏   名 

執 行 役 員 前 田  竜 一 

執 行 役 員 渡 邊  忠 司 

執 行 役 員 長 谷  伸 一 

執 行 役 員 菅 野  欣 也 

執 行 役 員 木 村    勝 

執 行 役 員 山 田  隆 士 

                                         以上６名 
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６．政令で定める使用人の氏名及び役職名            （平成 28年 7月 1日現在） 

（1）金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の氏名  

役 職 名 氏   名 

常 務 取 締 役  

コンプライアンス本部長 
坂 本 經 光 

内 部 監 査 部 長 

兼 リ ス ク 管 理 部 長  
中 橋 京 子 

営  業  考  査  部  長 大 江 健 二 

内 部 管 理 部 長 林 田 博 士 

 

（2）投資助言業務又は投資運用業に関し、助言又は運用を行う部門を統括する者の氏名 

 

    該当事項はありません。 

 

（3）投資助言・代理業に関し、金融商品取引法第 29 条の 2 第 1 項第 6 号の営業所又は事務所の業務を統括

する者の氏名 

 

 該当事項はありません。 

 

７．業務の種別 

（1）金融商品取引業 

①金融商品取引法第 28 条第 1項第 1号に掲げる行為に係る業務 

②金融商品取引法第 28 条第 1項第 2号に掲げる行為に係る業務 

③金融商品取引法第 28 条第 1項第 3号イに掲げる行為に係る業務 

④金融商品取引法第 28 条第 1項第 3号ロに掲げる行為に係る業務 

⑤金融商品取引法第 28 条第 1項第 3号ハに掲げる行為に係る業務 

⑥有価証券等管理業務 

⑦第二種金融商品取引業 

 

（2）金融商品取引業に付随する業務 （金融商品取引法第 35条第 1 項） 

①有価証券の貸借業務並びにその媒介及び代理業務 

②信用取引に付随する金銭の貸付業務  

③保護預り有価証券担保貸付業務  

④有価証券に関する顧客の代理業務  

⑤受益証券にかかる収益金、償還金及び解約金の支払いにかかる代理業務  

⑥投資証券等にかかる金銭の分配、払戻金、残余財産の分配及び利息、償還金の支払いにかかる代理業

務 

⑦累積投資契約の締結業務   

⑧有価証券に関連する情報の提供及び助言業務  

⑨他の金融商品取引業者等の業務の代理  

⑩他の事業者の事業の譲渡、合併、会社の分割、株式交換、株式移転に関する相談及び仲介業務  

⑪他の事業者の経営に関する相談に応じる業務 

⑫通貨その他デリバティブ取引の関連資産の売買、その媒介、取次ぎ及び代理にかかる業務  

⑬譲渡性預金その他金銭債権の売買並びにその媒介、取次ぎ及び代理にかかる業務  
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８．本店その他の営業所の名称及び所在地 

 

（平成 28年 7月 1 日現在） 

名   称 所    在    地 

本 店 〒541-8521 大阪府大阪市中央区今橋 1-8-12 

東 京 本 部 〒103-8207 東京都中央区日本橋茅場町 1-7-3 

梅 田 支 店 〒530-0001 大阪府大阪市北区梅田 2-4-13（阪神産経桜橋ビル 3 階） 

高 槻 プ ラ ザ 〒569-0804 大坂府高槻市紺屋町 3‐1（グリーンプラザ高槻 3号館 2 階） 

堺 支 店 〒590-0076 大阪府堺市堺区北瓦町 2-4-18（りそな堺東ビル 8階） 

岸 和 田 支 店 〒596-0054 大阪府岸和田市宮本町 27-1 

阿 倍 野 支 店 〒545-0052 大阪府大阪市阿倍野区阿倍野筋 1-3-21（岸本ビル 4 階） 

く ず は 支 店 〒573-1106 大阪府枚方市町楠葉 1-6-6 

川 西 支 店 〒666-0033 兵庫県川西市栄町 10-5-102 

神 戸 支 店 〒650-0021 兵庫県神戸市中央区三宮町 1-3-11 

姫 路 プ ラ ザ 〒670-0924 兵庫県姫路市紺屋町 51  

京 都 支 店 〒600-8006 京都府京都市下京区四条通高倉東入ル立売中之町 91 

奈 良 支 店 〒630-8214 奈良県奈良市東向北町 1-1 

高 田 支 店 〒635-0086 奈良県大和高田市南本町 11-11 

和 歌 山 支 店 〒640-8331 和歌山県和歌山市美園町 5-1-8（山榮ビル 6階） 

千 葉 プ ラ ザ 〒260-0028 千葉市中央区新町 1-17（ＪＰＲ千葉ビル 2 階） 

西 荻 窪 支 店 〒167-0042 東京都杉並区西荻北 2-2-5 

新 宿 支 店 〒160-0022 東京都新宿区新宿 3-2-1(新宿三丁目ビル 5階) 

横 浜 支 店 〒231-0005 神奈川県横浜市中区本町 4-40（横浜第一ビル 2階） 

名 古 屋 支 店 

名 古 屋 コールセンター 
〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄 3-7-13（コスモ栄ビル 2階） 

福 井 支 店 〒910-0005 福井県福井市大手 2-4-24 

富 山 支 店 〒930-0004 富山県富山市桜橋通り 1-18 

福 山 支 店 〒720-0812 広島県福山市霞町 1-1-24 

広 島 プ ラ ザ 〒730-0051 広島県広島市中区大手町 2-8-5（大手町センタービル 2 階） 

松 江 支 店 〒690-0887 島根県松江市殿町 111 

福 岡 支 店 

福 岡 コ ー ル セ ン タ ー 
〒810-0001 福岡県福岡市中央区天神 2-14-2（福岡証券ビル 5階） 

大 分 支 店 〒870-0029 大分県大分市高砂町 2-50（「ＯＡＳＩＳひろば 21」2階） 

以上 27店舗 
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９．他に行っている事業の種類 

①保険募集にかかる業務 

②お客様から要請を受け、提携先、取引先又は販売先などの紹介又は斡旋する業 

 

１０．苦情処理及び紛争解決の体制 

指定紛争解決機関  特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

 

１１．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

日本証券業協会 

一般社団法人金融先物取引業協会 

 

１２．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

株式会社東京証券取引所 

株式会社名古屋証券取引所 

株式会社大阪取引所 

証券会員制法人福岡証券取引所 

株式会社東京金融取引所 

 

１３．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 

 

１４．金融商品取引業等に関する内閣府令第 7条第 3号イ及び第 4号から第 9号までに掲げる事項 

当社は、有価証券関連業を行っております。 
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Ⅱ 業務の状況に関する事項 

 

１．当期の業務概要 

当事業年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境に改善が見られるなど、緩やかな回復基調

で推移しました。しかしながら、中国をはじめとする新興国の景気減速や原油価格の下落など、海外を端緒と

するリスク懸念の高まりから、先行き不透明な状況が続きました。 

国内株式市場は、良好な企業業績や円安の進行を背景に、期初より上昇基調となり、６月 24 日の日経平均

株価（終値）は 20,868 円 03 銭とＩＴバブル期に付けた高値（平成 12 年４月 12 日：20,833 円 21 銭）を上回りま

した。８月上旬までは、概ね20,000円を上回る水準で堅調に推移しましたが、８月中旬になると、中国経済の減

速を端緒とした世界的な株安を背景に急落し、９月 29日に 17,000円を割り込みました。10月からは、世界的な

金融緩和継続の流れを好感して上昇に転じ、日経平均株価（終値）は 12月１日に 20,000円を回復しました。し

かし、その後は、原油価格の下落に加え、中国経済の減速懸念や急速な円高の進行、欧州大手銀行の信用

不安など複数のリスク要因が共振したことから大幅な調整を余儀なくされ、２月 12日には終値で 15,000円を割

り込みました。２月中旬以降は、円高や原油価格の下落が一服したことから過度の不安心理が後退し、戻り歩

調となりましたが、３月 31日の日経平均株価（終値）は 16,758円 67銭と、前年度末（19,206円 99銭）を 12.7％

下回る水準で取引を終了しました 

 

（当社の業績） 

このよう状況のもと、岩井コスモグループでは、岩井コスモホールディングス株式会社の創業 100周年にあた

る平成 27年５月から、当社が創業 100周年を迎える平成 29年 12月までを「グループ創業 100周年記念事業」

の期間に定め、各種イベントを展開しております。当社では、その一環として、７月より、お客様への「感謝」の

気持ちを込めて、「ホンマに、おおきに！創業 100 周年記念キャンペーン」と称した、投資信託の販売（対面取

引・コールセンター取引）や口座開設、株式等の取引（インターネット取引）を促進するためのキャンペーンを実

施しました。また、９月には、お客様への新たな投資商品の提供と、当社グループの発祥の地である関西の経

済活性化の一助となることを目的に、関西に本社を構える上場企業の株式を主要対象とする当社専用の投資

信託「関西応援ファンド（愛称：関西の未来）」の取り扱いを開始しました。加えて、12 月には、インターネット取

引の利便性向上を目指し、同取引の専用ホームページを開設するとともに、独自コンテンツを含んだ情報サー

ビスの提供を開始するなど、収益増加に向けた施策に順次取り組んで参りました。しかし、中国をはじめとする

新興国の景気減速懸念の高まりや株価の下落を背景に、取引主体である個人の投資マインドは低下し、営業

収益は 187 億 37 百万円（対前期比 7.9％減少）、純営業収益は 183 億５百万円（同 7.8％減少）となりました。

一方、販売費・一般管理費は 148億 59百万円（同 2.8％減少）となり、経常利益は 35億 43百万円（同 25.1％

減少）となりました。 

 

当事業年度の主な収益と費用の概況は、以下のとおりであります。 

 

（１）受入手数料 

受入手数料は、122億 72百万円（対前期比 6.7％減少）となりました。内訳は以下のとおりであります。 

 

委託手数料 

当事業年度における１日平均株式委託売買高（国内）は 36百万株（対前期比 7.2％減少）、同株式委託

売買代金（国内）は 219 億円（同 2.9％減少）となり、株式を中心とした委託手数料は 76 億 43 百万円（同

4.5％減少）となりました。 

 

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 

株式の引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料は郵政３社の取り扱いを中心に１億 35

百万円（対前期比 190.1％増加）となりました。一方、債券の引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘

等の手数料は 80 百万円（同 32.5％減少）となり、引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料

全体では 2億 15百万円（同 29.9％増加）となりました。 

 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は、投資信託の販売手数料を中心に 23 億
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32百万円（対前期比 21.1％減少）となりました。 

 

その他の受入手数料 

その他の受入手数料は、投資信託の信託報酬を中心に 20 億 79 百万円（対前期比 2.7％増加）となりま

した。 

 

（２）トレーディング損益 

株券等トレーディング損益は、米国株式のマーケットメーク方式による収益を中心に９億 66 百万円の利

益（対前期比 32.8％減少）となりました。一方、債券等トレーディング損益は、外国債券の販売を中心に 26

億 85百万円の利益（同 9.5％減少）となり、その他のトレーディング損益 24百万円の利益（前期は 17百万

円の損失）を含めた合計のトレーディング損益は 36 億 77 百万円の利益（対前期比 16.2％減少）となりまし

た。 

 

（３）金融収支 

金融収益は、信用取引収益を中心に 27億 72百万円（対前期比 0.3％減少）となりました。一方、金融費

用は４億 31 百万円（同 8.8％減少）となり、差し引き金融収支は 23 億 40 百万円（同 1.5％増加）となりまし

た。 

 

（４）その他の営業収益 

その他の営業収益は、親会社からの業務受託に対する手数料 15百万円（対前期比増減なし）となりまし

た。 

 

（５）販売費・一般管理費 

販売費・一般管理費は、業績連動の賞与など変動費の減少を主因として 148 億 59 百万円（対前期比

2.8％減少）となりました。 

  

（６）営業外収支 

営業外損益は、受取配当金や社宅家賃の受入れなどを中心に 97 百万円の利益（対前期比 35.1％減

少）となりました。 

 

（７）特別損益 

特別利益として、投資有価証券売却益 22百万円を計上しました。一方、特別損失として、投資有価証券

売却損や金融商品取引責任準備金繰入れなど 50 百万円を計上し、差し引き特別損益は 28 百万円の損

失（前期は１億 43百万円の損失）となりました。 
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2．業務の状況を示す指標 

（1）経営成績等の推移 

（単位：百万円、千株） 

 平成 26 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

資  本  金         13,500 13,500 13,500 

発行済株式総数         40,000 40,000 40,000 

営 業 収 益         23,865 20,336 18,737 

（受入手数料） （16,014） （13,152） （12,272） 

((委託手数料))  ((11,135))  ((8,005)) ((7,643)) 

((引受け・売出し・特定投資家向け売付け

勧誘等の手数料)) 
 ((132))  ((166)) ((215)) 

((募集・売出し・特定投資家向け売付け勧

誘等の取扱手数料)) 
 ((2,819))  ((2,954)) ((2,332)) 

((その他の受入手数料))  ((1,926))  ((2,025)) ((2,079)) 

（トレーディング損益）  （5,025）  （4,388） （3,677) 

((株券等ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ損益))  ((1,715))  ((1,439)) ((966)) 

((債券等ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ損益))  ((3,322))  ((2,967)) ((2,685)) 

((その他のﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ損益))  ((△12))  ((△17)) ((24)) 

純営業収益          ※ 23,382 19,863 18,305 

経 常 利 益          7,284 4,728 3,543 

当期純利益          7,601 4,306 3,277 

※  純営業収益＝営業収益－金融費用 

 

（2）有価証券引受・売買等の状況 

    

①有価証券の売買の状況 （デリバティブ取引を除く） 

イ．株券 

（単位：百万円） 

 平成 2 6 年 3 月期 平成 2 7 年 3 月期 平成 2 8 年 3 月期 

自  己 2,844,995 1,934,195 811,794 

委  託 7,749,415 5,574,932 5,391,881 

計 10,594,411 7,509,127 6,203,675 

 

 

ロ．債券 

（単位：百万円） 

 平成 2 6 年 3 月期 平成 2 7 年 3 月期 平成 2 8 年 3 月期 

自  己 233,731 193,457 195,216 

委  託 5,990 2,079 381 

計 239,721 195,537 195,598 
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ハ．受益証券 

（単位：百万円） 

 平成 2 6 年 3 月期 平成 2 7 年 3 月期 平成 2 8 年 3 月期 

自  己 1,643 238 336 

委  託 192,857 244,820 402,356 

計 194,501 245,059 402,692 

 

 

ニ．その他 

（単位：百万円） 

 平成 26 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

新株予約権証券 
自 己 1 0 － 

受 託 65 25 5 

そ の 他 
自 己 － － 129 

受 託 179 3,634 15,098 

計 246 3,660 15,233 

 

 

②有価証券に関するデリバティブ取引の状況 

イ．市場デリバティブ取引 

（単位：百万円） 

 平成 26 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

株
券
に
係
る
取
引 

先物 
自 己 1,755,004 745,767 993,581 

受 託 806,696 1,199,963 1,147,424 

オプション 
自 己 2,805 3,307 13,091 

受 託 1,857,923 1,814,548 2,001,060 

債
券
に
係
る
取
引 

先物 
自 己 18,594 6,137 22,905 

受 託 － － － 

オプション 
自 己 － － － 

受 託 － － － 

計 4,441,023 3,769,724 4,178,063 

 

 

ロ．店頭デリバティブ取引 

（単位：百万円） 

 平成 26 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

ＣＦＤ証拠金取引（証券） 
自 己 92,332 72,756 46,108 

媒 介 等 － － － 

計 92,332 72,756 46,108 
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ハ．外国市場デリバティブ取引 

（単位：百万円） 

 平成 26 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

株
券
に
係
る
取
引 

先物 
自 己 106,892 76,861 5,945 

受 託 － － － 

オプション 
自 己 － － － 

受 託 － － － 

計 106,892 76,861 5,945 

 

 

（３）有価証券の引受けおよび売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し  

   および私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

 

イ．株券 

        （単位：百万円） 

区        分 引 受 高 売 出 高 

特定投資家

向け売付け

勧 誘 等 の 

総 額 

募 集 の 

取 扱 高 

売 出 の 

取 扱 高 

私 募 の 

取 扱 高 

特定投資家

向け売付け

勧誘等の取

扱 高 

平成 26年 3月期 1,944 1,924 － － － － － 

平成 27年 3月期 883 828 － － － － － 

平成 28年 3月期 6,327 5,720 － － － － － 
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  ロ．債券 

（単位：百万円） 

区      分 引 受 高 売 出 高 

特定投資家

向け売付け

勧 誘 等 の 

総 額 

募 集 の 

取 扱 高 

売 出 の 

取 扱 高 

私 募 の 

取 扱 高 

特定投資家

向け売付け

勧誘等の取

扱 高 

平

成

26

年

3

月

期 

国 債 －   1,557  － － 

地 方 債 37,187   875  － － 

特 殊 債 3,000 － － － － － － 

社 債 3,530 － － 3,530 － － － 

外 国 債 券 － 72,896 － － － － － 

合 計 43,717 72,896 － 5,962 － － － 

平

成

27

年

3

月

期 

国 債 －   848  － － 

地 方 債 34,202   850  － － 

特 殊 債 2,000 － － － － － － 

社 債 10,100 － － 10,100 － － － 

外 国 債 券 － 67,995 － － － － － 

合 計 46,302 67,995 － 11,798 － － － 

平

成

28

年

3

月

期 

国 債 －   295  － － 

地 方 債 33,090   524  － － 

特 殊 債 2,600 － － － － － － 

社 債 6,350 － － 6,350 － － － 

外 国 債 券 － 66,618 － － － － － 

合 計 42,040 66,618 － 7,169 － － － 
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   ハ．受益証券 

（単位：百万円） 

区            分 引 受 高 売 出 高 

特定投資家

向け売付け

勧 誘 等 の 

総 額 

募 集 の 

取 扱 高 

売 出 の 

取 扱 高 

私 募 の 

取 扱 高 

特定投資家

向け売付け

勧誘等の取

扱 高 

平

成

26

年 

3

月

期 

株

式 

投

信 

単位型    － － － － 

追加型    167,138 － － － 

公

社

債 

投

信 

単位型    － － － － 

追加型    732,067 － － － 

外 国 投 信    462 － － － 

合 計    899,668 － － － 

平

成

27

年 

3

月

期 

株

式 

投

信 

単位型    － － － － 

追加型    146,854 － － － 

公

社

債 

投

信 

単位型    － － － － 

追加型    623,113 － － － 

外 国 投 信    494 － － － 

合 計    770,461 － － － 

平

成

28

年 

3

月

期 

株

式 

投

信 
単位型    － － － － 

追加型    129,187 － － － 

公

社

債 

投

信 

単位型    － － － － 

追加型    568,664 － － － 

外 国 投 信    743 － － － 

合 計    698,594 － － － 

 

ニ．その他（コマーシャル・ペーパー） 

該当事項はありません。 
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（４）その他業務の状況 

    

①有価証券に関連しない市場デリバティブ取引の状況 

（単位：百万円） 

 平成 26 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

取引所外国為替証拠金取引           
自 己 － － － 

受 託 2,480,557 2,046,722 1,506,186 

計 2,480,557 2,046,722 1,506,186 

 

 

②有価証券に関連しない店頭デリバティブ取引の状況 

（単位：百万円） 

 平成 26 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

外 国 為 替 証 拠 金 取 引 
自 己 1,347,701 1,778,042 1,254,008 

媒 介 等 － － － 

計 1,347,701 1,778,042 1,254,008 

 

 

③有価証券の貸借等の状況 

（単位：百万円） 

 平成 26 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

株 券 

貸 借 27,951 40,290 15,518 

貸 借 の 媒 介 － － － 

貸 借 の 代 理 － － － 

債 券 

貸 借 2,500 － － 

貸 借 の 媒 介 － － － 

貸 借 の 代 理 － － － 

 

 

④その他の商品の売買の状況 

 

                                         （単位：百万円） 

     区分 

期別 
譲 渡 性 預 金 金 地 金 そ の 他 

平成 26年 3 月期 － 52 － 

平成 27年 3 月期 － － － 

平成 28年 3 月期 － － － 
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（５）自己資本規制比率の状況 

 

（単位：百万円） 

 平成26年3月期 平成27年3月期 平成28年3月期 

自 己 資 本 規 制 比 率 ( Ａ ／ Ｂ ) 489.4% 548.4% 590.1% 

固定化されていない自己資本の額                                                                 

（ Ａ ） 
31,654 32,953 33,024 

リ ス ク 相 当 額 合 計 （ Ｂ ） 6,467 6,008 5,596 

 市 場 リ ス ク 相 当 額 301 343 302 

取 引 先 リ ス ク 相 当 額 1,942 1,950 1,542 

基 礎 的 リ ス ク 相 当 額 4.224 3,715 3,750 

 

 

（６）使用人および登録外務員の総数 

 

区     分 平成26年3月期末 平成27年3月期末 平成28年3月期末 

使   用   人 844人  820人  853人  

（ う ち 外 務 員 ） （ 722人） （ 705人） （ 736人） 

（うち金融先物取引外務員） （ 31人） （ 28人） （ 26人） 
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Ⅲ 財産の状況 

（1）経理の状況 

① 貸借対照表 

（単位：百万円） 

科 目 

前事業年度 当事業年度 

（平成 27年 3月 31日現在） （平成 28年 3月 31日現在） 

金 額 金 額 

（資産の部）     

Ⅰ 流 動 資 産               

1. 現 金 ・ 預 金  5,593  5,191 

2. 預 託 金  87,054  62,418 

 顧 客 分 別 金 信 託 85,904  61,748  

 顧 客 区 分 管 理 信 託 1,000  500  

 そ の 他 の 預 託 金 149  169  

3. ト レ ー デ ィ ン グ 商 品  3,018  2,303 

 商 品 有 価 証 券 等 3,016  2,302  

 デ リ バ テ ィ ブ 取 引 1  0  

4. 約 定 見 返 勘 定  81  － 

5. 信 用 取 引 資 産  81,858  68,785 

 信 用 取 引 貸 付 金 78,229  66,711  

 信 用 取 引 借 証 券 担 保 金 3,628  2,074  

6. 有 価 証 券 担 保 貸 付 金  659  436 

 借 入 有 価 証 券 担 保 金 659  436  

7. 立 替 金  1,064  798 

8. 短 期 差 入 保 証 金  12,472  12,101 

9. 短 期 貸 付 金  301  2 

10. 未 収 入 金  50  64 

11. 未 収 収 益  1,287  1,196 

12. そ の 他 の 流 動 資 産  171  273 

13. 貸 倒 引 当 金  △9  △6 

流 動 資 産 計  193,604  153,565 

Ⅱ 固 定 資 産               

1. 有 形 固 定 資 産  1,355  1,678 

 建 物 279  262  

 器 具 ・ 備 品 707  1,027  

 土 地 365  365  

 リ ー ス 資 産 

 

資 産 

3  23  

2. 無 形 固 定 資 産  1,005  1,156 

 借 家 権 2  2  

 ソ フ ト ウ ェ ア 1,002  1,154  

 そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 0  0  

3. 投 資 そ の 他 の 資 産  2,278  2,261 

 投 資 有 価 証 券 1,513  1,505  

 長 期 差 入 保 証 金 687  687  

 そ の 他 の 投 資 等 311  284  

 貸 倒 引 当 金 △233  △216  

固 定 資 産 計  4,639  5,096 

資 産 合 計  198,243  158,661 

 

 

 

 

 

 

 

16



 

 

（単位：百万円） 

科 目 

前事業年度 当事業年度 

（平成 27年 3月 31日現在） （平成 28年 3月 31日現在） 

金 額 金 額 

（負債の部）     

Ⅰ 流 動 負 債               

1. ト レ ー デ ィ ン グ 商 品  84  48 

 商 品 有 価 証 券 等 83  45  

 デ リ バ テ ィ ブ 取 引 1  3  

2. 約 定 見 返 勘 定  －  8 

3. 信 用 取 引 負 債  50,819  28,918 

 信 用 取 引 借 入 金 40,160  21,161  

 信用取引貸証 券受入 金 10,659  7,757  

4. 有 価 証 券 担 保 借 入 金  4,280  3,441 

 有価証券貸借取引受入金 4,280  3,441  

5. 預 り 金  46,865  32,157 

6. 受 入 保 証 金  51,147  43,338 

7. 短 期 借 入 金  3,600  8,100 

8. 未 払 法 人 税 等  150  173 

9. 賞 与 引 当 金  928  364 

10. そ の 他 の 流 動 負 債  1,519  582 

流 動 負 債 計  159,395  117,133 

Ⅱ 固 定 負 債               

1. 社 債  －  2,000 

2. 繰 延 税 金 負 債  188  251 

3. 退 職 給 付 引 当 金  12  9 

4. 資 産 除 去 債 務  169  173 

5. そ の 他 の 固 定 負 債  1  17 

固 定 負 債 計  373  2,451 

Ⅲ 特別法上の準備金               

1. 金融商品取引責任準備金  619  641 

特 別 法 上 の 準 備 金 計  619  641 

負 債 合 計  160,388  120,226 
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（単位：百万円） 

科 目 

前事業年度 当事業年度 

（平成 27年 3月 31日現在） （平成 28年 3月 31日現在） 

金 額 金 額 

（純資産の部）     

Ⅰ 株 主 資 本               

1. 資 本 金                               13,500  13,500 

2. 資 本 剰 余 金             13,371  13,371 

3. 利 益 剰 余 金                

 (1) 利益準備金          695  977  

 (2) その他利益剰余金              

  繰越利益剰余金          9,812  9,987  

    利益剰余金合計             10,508  10,965 

     株主資本合計             37,379  37,837 

Ⅱ 評価･換算差額等               

1. その他有価証券評価差額金 

 

 475  597 

      評価･換算差額等合計             475  597 

純 資 産 合 計  37,855  38,435 

負 債 ・ 純 資 産 合 計  198,243  158,661 
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②損益計算書 

（単位：百万円） 

科 目 

前事業年度 当事業年度 

自 平成 26年 4月 1日 自 平成 27年 4月 1日 

至 平成 27年 3月 31日 至 平成 28年 3月 31日 

金 額 金 額 

Ⅰ 営 業 収 益               

1. 受 入 手 数 料  13,152  12,272 

  委 託 手 数 料 8,005  7,643  

  引受け・売出し・特定投資家向け売

付 け 勧 誘 等 の 手 数 料 
166  215  

  募集・売出し・特定投資家向け売付

け 勧 誘 等 の 取 扱 手 数 料 
2,954  2,332  

  そ の 他 の 受 入 手 数 料 2,025  2,079  

2. ト レ ー デ ィ ン グ 損 益  4,388  3,677 

3. 金 融 収 益  2,779  2,772 

4. そ の 他 の 営 業 収 益  15  15 

 営 業 収 益 計  20,336  18,737 

  金 融 費 用  473  431 

 純 営 業 収 益  19,863  18,305 

Ⅱ 販売費・一般管理費               

1. 取 引 関 係 費  2,603  2,534 

2. 人 件 費  7,646  7,269 

3. 不 動 産 関 係 費  1,674  1,509 

4. 事 務 費  2,635  2,530 

5. 減 価 償 却 費  206  468 

6. 租 税 公 課  182  215 

7. そ の 他  335  332 

 販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 計  15,284  14,859 

営 業 利 益  4,578  3,446 

Ⅲ 営 業 外 収 益            208  180 

Ⅳ 営 業 外 費 用            58  83 

経 常 利 益  4,728  3,543 

Ⅴ 特 別 利 益               

 投 資 有 価 証 券 売 却 益  －  22 

 特   別   利   益   計  －  22 

Ⅵ 特 別 損 失               

 投 資 有 価 証 券 売 却 損  23  24 

 有 価 証 券 評 価 減  3  － 

 ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損  －  4 

 金融商品取引責任準備金繰入  116  21 

 特   別   損   失   計  143  50 

税 引 前 当 期 純 利 益  4,585  3,515 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  279  238 

法 人 税 等 調 整 額  △1  △0 

当 期 純 利 益  4,306  3,277 
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③株主資本等変動計算書 

前事業年度（自 平成 26年 4月 1日 至 平成 27年 3 月 31日） 

 

                                                                          (単位：百万円) 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金  

そ の他 

資 本 

剰余金 

資 本 

剰 余 金 

合 計 

利 益 

準 備 金 

その他利益

剰余金 
利 益 

剰 余 金 

合 計 

株主資本 

合  計 

繰越利益剰余金 
 

当期首残高 13,500 13,371 13,371 475 7,948 8,424 35,296 

会計方針の変更による 

累積的影響額 
－ － － － △23 △23 △23 

会計方針の変更を反映した 

当期期首残高 
13,500 13,371 13,371 475 7,925 8,401 35,273 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当    220 △2,420 △2,200 △2,200 

当期純利益     4,306 4,306 4,306 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額(純額) 
       

事業年度中の変動額合計 － － － 220 1,886 2,106 2,106 

当期末残高 13,500 13,371 13,371 695 9,812 10,508 37,379 

 

 

                                       (単位：百万円) 

 

評価･換算差額等 

純資産合計 
その他      

有価証券      

評価差額金 

評価･換算      

差額等合計 

当期首残高 196 196 35,492 

会計方針の変更による 

累積的影響額 
－ － △23 

会計方針の変更を反映した 

当期期首残高 
196 196 35,469 

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △2,200 

当期純利益   4,306 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額(純額) 
279 279 279 

事業年度中の変動額合計 279 279 2,385 

当期末残高 475 475 37,855 
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当事業年度（自 平成 27年 4月 1日 至 平成 28年 3 月 31日） 

 

                                                                          (単位：百万円) 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金  

そ の他 

資 本 

剰余金 

資 本 

剰 余 金 

合 計 

利 益 

準 備 金 

その他利益

剰余金 
利 益 

剰 余 金 

合 計 

株主資本 

合  計 

繰越利益剰余金 
 

当期首残高 13,500 13,371 13,371 695 9,812 10,508 37,379 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当 － － － 282 △3,102 △2,820 △2,820 

当期純利益 － － － － 3,277 3,277 3,277 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額(純額) 
－ － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 － － － 282 175 457 457 

当期末残高 13,500 13,371 13,371 977 9,987 10,965 37,837 

 

 

                                       (単位：百万円) 

 

評価･換算差額等 

純資産合計 
その他      

有価証券      

評価差額金 

評価･換算      

差額等合計 

当期首残高 475 475 37,855 

事業年度中の変動額    

剰余金の配当 － － △2,820 

当期純利益 － － 3,277 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額(純額) 
121 121 121 

事業年度中の変動額合計 121 121 579 

当期末残高 597 597 38,435 
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【財務諸表の作成方法について】 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令第 59 号。

以下「財務諸表規等規則」という。）並びに同規則第 2 条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣

府令」（平成 19年内閣府令第 52号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和 49年 11月 14

日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 

 

【重要な会計方針】 

 

１．有価証券等の評価基準および評価方法 

 ①トレーディング商品に属する有価証券（売買目的有価証券）等の評価基準および評価方法 

 トレーディング商品に属する有価証券およびデリバティブ取引等の評価基準および評価方法について 

 は、時価法を採用しております。 

 

 ②トレーディング商品に属さない有価証券等の評価基準および評価方法 

(1)その他有価証券 

       ア．時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。 

       イ．時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。なお、投資事業有限責任組合等への出資につい

ては、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、組合決

算の持分相当額を純額方式により当事業年度の損益として計上することとしております。また、組

合等がその他有価証券を保有している場合で当該有価証券に評価差額がある場合には、評価

差額に対する持分相当額をその他有価証券評価差額金に計上することとしております。 

 

(2)デリバティブ取引 

     時価法によっております。 

 

   

 2．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産（リ－ス資産を除く） 

         定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物 6年～47 年 

器 具 ・ 備 品 2年～15 年 

 

    (2)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期 

（5年）に基づく定額法によっております。 

 

(3)リ－ス資産  

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

       

 

3．引当金および特別法上の準備金の計上基準 

   (1)貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

(2)賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払に備えるため、当社所定の計算方法による支払見込額を計上しておりま

す。 
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    (3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

（ア） 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

については、期間定額基準によって降ります。 

（イ） 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（8 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理すること

としております。 

 

    (4)金融商品取引責任準備金 

証券事故および金融先物事故による損失に備えるため、「金融商品取引法」第 46 条の 5 の規定に

基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」第 175 条に定めるところにより算出した金額を計上

しております。 

 

4．消費税等の会計処理方法 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。 

 

5．繰延資産の処理方法 

社債発行費につきましては、支出時に全額費用として処理しております。 
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【貸借対照表関係】 

 （平成 27年 3月期）  （平成 28年 3月期） 

有形固定資産の減価償却累計額 1,421 百万円  1,648 百万円 

    

 

 

前事業年度（自 平成 26 年 4月 1日 至 平成 27年 3 月 31日） 

1．発行済株式に関する事項 

株式の種類 平成 26年 3月期 増加 減少 平成 27年 3月期 

普通株式（株） 40,000,000 － － 40,000,000 

 

2．自己株式に関する事項 

       該当事項はありません。 

 

3．新株予約権等に関する事項 

       該当事項はありません。 

 

4．配当に関する事項 

（1）配当金支払額   

決議日 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
1株当りの 

配 当 額 
基準日 効力発生日 

平成 26年 5月 21日 

 取 締 役 会 
普通株式 利益剰余金 1,400百万円 35円 平成 26年 3月 31日 平成 26年 6月 9日 

平成 26年 10月 24日 

 取 締 役 会 
普通株式 利益剰余金 800百万円 20円 平成 26年 9月 30日 平成 26年 11月 28日 

 

    （2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

決議日 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
1株当りの 

配 当 額 
基準日 効力発生日 

平成 27年 5月 22日 

 取 締 役 会 
普通株式 利益剰余金 1,940百万円 48.5円 平成 27年 3月 31日 平成 27年 6月 5日 

 

  

当事業年度（自 平成 27 年 4月 1日 至 平成 28年 3 月 31日） 

1．発行済株式に関する事項 

株式の種類 平成 27年 3月期 増加 減少 平成 28年 3月期 

普通株式（株） 40,000,000 － － 40,000,000 

 

2．自己株式に関する事項 

       該当事項はありません。 

 

3．新株予約権等に関する事項 

       該当事項はありません。 

 

4．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

決議日 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
1株当りの 

配 当 額 
基準日 効力発生日 

平成 27年 5月 23日 

 取 締 役 会 
普通株式 利益剰余金 1,940百万円 48.5円 平成 27年 3月 31日 平成 27年 6月 5日 

平成 27年 10月 23日 

 取 締 役 会 
普通株式 利益剰余金  880百万円 22円 平成 27年 9月 30日 平成 27年 11月 24日 
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    （2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

決議予定日 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
1株当りの配 

当 額 
基準日 効力発生日 

平成 28年 5月 23日 

 取 締 役 会 
普通株式 利益剰余金 2,000百万円 50円 平成 28年 3月 31日 平成 28年 6月 2日 

      

（2）借入金の主な借入先および借入金額 

・短期借入金 

（単位：百万円） 

種類及び借入先 平成 27年 3 月期 平成 28年 3 月期 

金 融 機 関 借 入 金   

株 式 会 社 り そ な 銀 行 2,000 5,500 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 － 1,000 

三井住友信 託 銀行株式会社 300 1,000 

株 式 会 社 京 都 銀 行 100 100 

株 式 会 社 山 口 銀 行 100 100 

株 式 会 社 南 都 銀 行 100 100 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 － 100 

株 式 会 社 十 六 銀 行 － 100 

株 式 会 社 池 田 泉 州 銀 行 － 100 

小            計 2,600 8,100 

コ ー ル ･ マ ネ ー 1,000 － 

小            計 1,000 8,100 

合            計 3,600 8,100 
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（3）保有有価証券の状況（トレーディングに係るもの以外） 

① 満期保有目的債券の時価等 

     該当事項はありません｡ 

 

② その他有価証券の時価等   

（単位：百万円） 

種  類 

前事業年度 

(平成 27年 3月 31日現在) 

当事業年度 

(平成 28年 3月 31日現在) 

取得原価 
貸借対照表

計上額 
差額 取得原価 

貸借対照表

計上額 
差額 

株          式 730 1,372 642 548 1,376 827 

そ の 他            5 8 2 － － － 

       

   ③ 時価評価されていない主な有価証券(上記を除く)の内容および貸借対照表計上額 

（単位：百万円） 

種  類 

前事業年度 

 (平成 27年 3月 31 日現在) 

当事業年度 

 (平成 28年 3月 31 日現在) 

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額 

非 上 場 株 式 1 1 

投 資 事 業 組 合 出 資 持 分 131 128 

 

 

   ④ 当期中に売却したその他有価証券 

（単位：百万円） 

   区          分 
前事業年度 

(自 平成 26年４月１日 至平成 27年３月 31日) 

当事業年度 
(自 平成 27年４月１日 至平成 28年３月 31日) 

 売     却      額  138 179 

 売 却 益 の 合 計   －  22 

 売 却 損 の 合 計  23  24 

 

 

    ⑤ トレーディング以外のデリバティブ取引の状況 

    該当事項はありません｡ 

 

（4）財務諸表に関する監査法人等による監査の有無 

 前事業年度（平成 26 年 4 月 1 日から平成 27 年 3 月 31 日）および当事業年度（平成 27 年 4 月 1 日

から平成 28年 3月 31日まで）の財務諸表については、会社法第 436条第 2項第 1号の規定に基づき、

京都監査法人の監査を受けております。 
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Ⅳ 管理の状況 

 

１．内部管理の状況の概要 

（１）体制      

 

 

（２）内部管理に係る各組織等の役割 

（コンプライアンス会議） 

1．コンプライアンスに関する制度・ルールの策定等の審議 

2．コンプライアンスに関する重要な事項の審議 

 

（コンプライアンス本部） 

・内部管理部 

1．コンプライアンスの施策に係る企画、立案、推進及び調整に関する事項 

2．コンプライアンスに関する官庁等の総括窓口に関する事項 

3．業務に係る法適合性の精査に関する事項 

4．顧客取引に係る事故及び紛争の処理に関する事項 

5．コンプライアンスに係る教育研修に関する事項 

6．お客様登録の管理及びお客様口座の管理に関する事項 

7．お客様の残高照合に関する事項 

8．お客様に提供する商品、取引形態及びサービス等に関する法適合性及び妥当性の審査に関する事

項 

9．内部管理等に係る官庁等への届出等に関する事項 

10．内部管理の徹底及び法令、規則等の遵守ならびに管理責任者への指導及び助言に関する事項 

11．反社会的勢力への対応の施策の立案及び管理に関する事項 

12．公的機関等の発出文書の受付及び検討ならびに関係部署への連絡・指示・調整に関する事項 

13．前号に基づく公的機関等への届出書類の管理・保存に関する事項 

14．広告等の審査に関する事項 

15．広告等の審査に係る管理・指導に関する事項 
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16．コンプライアンス本部長の事務局業務に関する事項 

17．お客様からの問合せ・苦情・相談に関する事項 

 

・営業考査部 

1．お客様取引及び投資勧誘に係る法適合性の精査に関する事項 

2．お客様担当営業社員の法令・規則等の遵守の指導及びチェックに関する事項 

3．個人及び法人のお客様の審査に関する事項 

4．個人及び法人のお客様の取引状況の管理に関する事項 

5．有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、海外証券先物取引等、信

用取引及び選択権付債券売買取引の証拠金・保証金、限度額、期日等の管理に関する事項 

6．内部管理の徹底及び法令・規則等の遵守並びに管理責任者への指導及び助言に関する事項 

７．内部管理部長から委嘱された事項 

 

・検査部 

1． 社内検査規程に定める検査対象部店等に対する社内検査に関する事項 

2.  内部管理部長から委嘱された事項 

3.  営業考査部長から委嘱された事項 

4.  内部監査部長から委嘱された事項 

 

・売買審査部 

1．売買取引の監視・調査及びルール遵守徹底の指導に関する事項 

2．内部者情報及び内部者取引の管理並びに指導に関する事項 

3．売買状況に係る官庁等への報告に関する事項 

 

・内部監査部 

1．内部監査規程に定める監査対象部店等に対する内部監査に関する事項 

2．内部統制にかかる体制の整備に関する事項 

3．財務報告にかかる適正性の確保に関する事項 

 

・リスク管理部 

1.内部統制にかかる体制の整備に関する事項 

2.財務報告にかかる適正性の確保に関する事項 

3.全社的リスクの総合管理に関する事項 

4.総合リスク管理の企画・業務の総合調整に関する事項 

5.総合リスク管理にかかる指導及び助言に関する事項 

6.情報全般の管理に関する事項 

7.お客様及び金融商品取引業者のクレジット審査及び与信管理に関する事項 

 

（３）内部管理に係る各責任者の役割と責任 

（内部管理統括責任者） 

1．役職員に対し、法令諸規則等を遵守する営業姿勢の徹底 

2．投資勧誘等の営業活動、顧客管理が適正に行われるよう、内部管理体制の整備 

3．営業責任者、内部管理責任者の指導、監督 

4．法令諸規則等に違反する事案に対する適正な処分 

5．行政官庁、証券業協会等との適切な連絡、調整 

6．投資勧誘等の営業活動、顧客管理に関する重大な事案が生じた場合の、取締役社長への報告 

 

（内部管理統括補助責任者） 

1．内部管理統括責任者の職務を分担、その遂行状況の報告 
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（営業責任者） 

1．所属役職員に対し、法令諸規則等を遵守する営業姿勢を徹底 

2．所属役職員に対し、投資勧誘等の営業活動、顧客管理が適正に行われるよう指導、監督 

3．投資勧誘等の営業活動、顧客管理に関する重大な事案が生じた場合の、内部管理統括責任者への報告 

 

（内部管理責任者） 

1．所属役職員の投資勧誘等の営業活動が法令諸規則等に準拠し、適正に行われているか監査、指導 

2．投資勧誘等の営業活動、顧客管理に関する重大な事案が生じた場合の、内部管理統括責任者への報告 

 

（４）コンプライアンス・ホットライン制度 

コンプライアンス・ホットラインは、役職員の法令諸規則、社内規程違反行為、疑わしい行為に関する情報

の通報及びその他の法令違反に係る相談等を専用窓口へ直接行える制度です。 

本制度は、通報窓口を社外の法律事務所へ設けることで、通報者の保護を徹底し、躊躇なく通報できる体

制を確立することにより、社内の自浄作用・相互牽制機能が働き易い環境を整え、法令諸規則に違反する行

為や証券事故等の早期発見及び未然防止を図るものです。 

 

 

⑥必要に応じて違反者の処分に関する提言・助言を行う。
⑦勧告・提言等を受けたものは、その結果を担当弁護士に報告する。
⑧内部管理統括責任者または取締役会は、所管部署に対し改善（再発防止策）の指示をする。
⑨所管部署は改善報告（再発防止策等）する。
⑩通報者に今回の違反行為に対する一連の対応の状況等を回答する。
⑪相談、通報内容の定期的な報告

①相談、通報（電話、FAX、メール、手紙　その他必要に応じて面談）を受ける。
②事案により弁護士自らによる通報に係る事実確認調査。
③調査結果を内部管理統括責任者に報告。
③’必要に応じて取締役社長に報告。
④重大な違反行為は取締役社長に必要措置の勧告・提言を行う。
⑤違反行為の停止措置をとる。

⑩ 回答① 通報

コンプライアンス・ホットライン制度　フロー図

相 談 者
通 報 者

① 通報

　

金融･証券業務に関する法令･諸規則に触れる事案
や、その疑いのある事案

金融証券業務コンプライアンス・ホットライン
 半蔵門総合法律事務所

調査・改善指示
内部管理統括責任者

行為者

②確認・調査
⑦報告 ④勧告・提言

⑪定期的報告

③’報告

③調査結果報告
⑥処分提言・助言

⑤違反行為停止措置

⑧調査結果報告
是正・再発防止措置

⑧是正措置・再発防止策の指示

⑨是正措置・再発防止策を報告

監査役
監査役会

取締役社長
取締役会

所管部署

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29



 

（５）お客様からのご相談及び苦情窓口 

弊社「お客様相談室」におきまして、対応いたしております。 

またご意見、ご要望につきましても、同様に対応いたしております。 

お客様からのご相談、苦情及びご意見・ご要望がございましたら、以下の連絡先にお問合せください。 

  【お問合せの窓口】  

    お客様相談室 電話番号 ０１２０－４０５－５４６ 

              受付時間 平日午前９時～午後５時 

             （なお、年末年始・土日祝祭日を除く） 
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2．分別管理等の状況 

（1）金融商品取引法第 43条の２の規定に基づく分別管理の状況 

①顧客分別金信託の状況 

（単位：百万円） 

項    目 平成 27年 3月 31日現在の金額 平成 28年 3月 31日現在の金額 

直近差替計算基準日の 

顧 客 分 別 金 必 要 額 
83,929 59,653 

期 末 日 現 在 の 

顧 客 分 別 金 信 託 額 
85,704 61,748 

期 末 日 現 在 の 

顧 客 分 別 金 必 要 額 
77,350 57,392 

  

②有価証券の分別管理の状況 

（イ） 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
平成 27年 3月 31日現在 平成 28年 3月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株    券 株数 1,637,133千株 169,361千株 1,555,080千株 27,374千株 

債    券 額面金額 151,703百万円 85,440百万円 128,703百万円 78,662百万円 

受益証券 口数 466,597百万口 4,231百万口 485,600百万口 3,356百万口 

新株予約権 個数 6,200個  －個  

その他 金額 481百万円  538百万円  

  ※その他の内訳は、ＥＴＮ信託受益証券及びＪＤＲ形式で上場の外国ＥＴＦ信託受益証券であります。 

 

（ロ） 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
平成 27年 3月 31日現在 平成 28年 3月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株    券 株数 233,588千株 514千株 221,158千株 483千株 

債    券 額面金額 166百万円  116,500 百万円  

受益証券 口数 7,958百万口  10,381百万口  

その他 口数 268百万口  493百万口  

（注） 受入保証金代用有価証券のうち、顧客分別金の計算対象とされる第三者への再担保差入を行ってい

るものはありません。 
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（ハ） 管理の状況 

（国内有価証券の部） 

管理場所及び国名 管理方法 区  分 数・額面金額 単   位 

自    社 

 

日 本 

単純管理 

株  券 18,070 千株 

債  券 1 百万円 

受益証券 0 百万口 

そ の 他 －  

混蔵管理 

株  券 59 千株 

債  券 －  

受益証券 －  

そ の 他 －  

自社口座管理 

 

日 本 

振替決済 

株  券 1,757,625 千株 

債  券 128,818 百万円 

受益証券 495,982 百万口 

その他 1,031 百万円 

 

（外国有価証券の部） 

管理場所及び国名 管理方法 区  分 数・額面金額 単   位 

自    社 

 

日 本 

単純管理 

株  券 － 千株 

債  券 －  

受益証券 －  

そ の 他 －  

混蔵管理 

株  券 616 千株 

債  券 －  

受益証券 －  

そ の 他 －  

証券保管振替機構 

 

日 本 

混蔵管理 

株  券 1,236 千株 

債  券 －  

受益証券 0 百万口 

そ の 他 －  
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管理場所及び国名 管理方法 区  分 数・額面金額 単   位 

クリアストリーム 

 

ルクセンブルグ 

混蔵管理 

株  券 1,179 千株 

債  券 

63,023 百万円 

70,900 千ﾄﾙｺﾘﾗ 

1 千ﾎﾟﾝﾄﾞ 

215 千加ﾄﾞﾙ 

777,460 千ﾒｷｼｺﾍﾟｿ 

6,778 千米ﾄﾞﾙ 

41,060 千ﾚｱﾙ 

113,120 千ﾗﾝﾄﾞ 

26,229 千豪ﾄﾞﾙ 

22,557 千NZﾄﾞﾙ 

235 千ﾕｰﾛ 

受益証券 －  

そ の 他 －  

三菱UFJｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｶｽﾄﾃﾞｨ 

 

ルクセンブルグ 

混蔵管理 

株  券 2,590 千株 

債  券 6,948 千米ﾄﾞﾙ 

受益証券 －  

そ の 他 －  

大和証券ｷｬﾋﾟﾀﾙﾏｰｹｯﾂ 

 

中 国 

混蔵管理 

株  券 9,849 千株 

債  券 －  

受益証券 －  

そ の 他 －  

ｽﾀﾝﾀﾞｰド･ﾁｬｰﾀｰﾄﾞ銀行 

 

ベトナム 

混蔵管理 

株  券 12,383 千株 

債  券 －  

受益証券 －  

そ の 他 －  

ｽﾀﾝﾀﾞｰド･ﾁｬｰﾀｰﾄﾞ銀行 

 

マレーシア 

混蔵管理 

株  券 3 千株 

債  券 －  

受益証券 －  

そ の 他 －  
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管理場所及び国名 管理方法 区  分 数・額面金額 単   位 

受託銀行 

 

ルクセンブルグ 

混蔵管理 

株  券 －  

債  券 －  

受益証券 1,517 百万口 

そ の 他 －  

受託銀行 

 

シンガポール 

混蔵管理 

株  券 －  

債  券 －  

受益証券 1,839 百万口 

そ の 他 －  

 

③対象有価証券店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

（イ） 顧客分別金信託の状況 

（単位：百万円） 

項    目 平成 27年 3月 31日現在の金額 平成 28年 3月 31日現在の金額 

直近差替計算基準日の 

顧 客 分 別 金 必 要 額 
95 － 

期 末 日 現 在 の 

顧 客 分 別 金 信 託 額 
200 － 

期 末 日 現 在 の 

顧 客 分 別 金 必 要 額 
89 － 

※平成 27年９月 26日をもちまして、店頭デリバティブ取引の取扱いを終了しております。 

 

（ロ） 有価証券の分別管理の状況 

 該当事項はありません。 

 

（2）金融商品取引法第 43条の 2の 2の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 
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（3）金融商品取引法第 43条の 3の規定に基づく区分管理の状況 

  ① 法第 43条の 3第 1 項の規定に基づく区分管理の状況 

（単位：百万円） 

 管理の方法 平成27年3月31日現在 平成28年3月31日現在 内   訳 

金 

銭 

特定金銭信託 1,000   500 日証金信託銀行株式会社 

媒介等相手方へ 

の預託 
9,673 9,996 株式会社東京金融取引所 

有
価
証
券
等 

     －      －      －  

     －      －      －  

 

    ② 法第 43条の 3第 2項の規定に基づく区分管理の状況 

    該当事項はありません。 
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Ⅴ 連結子会社等の状況 

 

１．当社及びその子会社等の集団 

当社グループは、当社、持株会社の親会社である岩井コスモホールディングス株式会社及び岩井コスモ

ビジネスサービス株式会社から構成されており、主として、金融商品取引業を中心とした事業活動を営んで

おります。 

具体的な事業としては、有価証券の売買等及び売買等の委託の媒介、有価証券の引受け及び売出し等

の金融商品取引業及び金融商品取引業に関連又は付随する事業、その他関連ビジネスを行い、顧客に対

して幅広いサービスを提供しております。 

 

（平成 28年 7月 1日現在） 

当社グループの事業系統図 

金融商品取引業及びそれに付随する業務等

証券等バックオフィス事業

岩井コスモホールディングス株式会社

岩井コスモ証券株式会社

岩井コスモビジネスサービス株式会社  

 

２．連結子会社の商号、所在地、資本金の額、事業の内容等 

     該当事項はありません。 

 

 

以   上 
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業務及び財産の状況に関する説明書 

【平成 28 年 3 月期】 

 

平成 28年 8月 

岩井コスモ証券株式会社 総務部 

大阪府大阪市中央区今橋一丁目 8 番 12 号 

電話：（06）6229－2900 

http://www.iwaicosmo.co.jp/ 




